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【埋立廃棄物質の変化と埋立処分場の変遷】 

わが国の埋立処分場の変遷を埋立廃棄物質，法規制・基準，埋立地の形態等とともに整理して表-1 に

示す．埋立廃棄物質は，中間処理の発達等に伴って可燃ごみ主体から，不燃ごみ，焼却残さ，破砕不燃

物，さらには溶融スラグへと移行している．1977 年には処分場構造・維持管理基準ができ，埋立地の形

態も嫌気性埋立から徐々に準好気性埋立となり，遮水工や浸出水処理施設も整備された．1998 年には構

造・維持管理基準が改正され遮水工の2重化や排水基準の強化が行われ，新たに廃止基準が設けられた．

これによって遮水工が大幅に発達するとともに浸出水処理施設はより高度化され，従来型の処分場はよ

り高機能化の道を進み，新たに小規模ではあるが被覆型処分場が普及してきた． 

このように埋立廃棄物質をはじめとして埋立地の形態，遮水や浸出水処理施設等は時代とともに変化

してきているが，処分場そのものの基準，埋立方法および維持管理方法等は，埋立廃棄物質や埋立地の

形態等に比較してあまり変化していないのが現状である． 

【埋立処分からみたごみ処理のトータルシステムの構築と埋立廃棄物質に対応した埋立処分場】 

現在の埋立廃棄物質は，無機化が進み溶融スラグ処分場さえもでてきているが，まず，各処理段階で

の対症療法的な対応ではなく，何を埋め立てるべきか，埋め立ててはいけないものは何か等，安全安心

な埋立処分の観点からみたごみ処理のトータルシステムの構築が必要と考える．すなわち，循環型社会

におけるごみの発生から最終処分までを相互に関連ある 1つのシステムとして捉え，計画的に取り組む

ことが重要であるといえる． 

 次に，現在の１つの基準だけでなく，埋立廃棄物質に対応した処分場の基準が必要であると考える．

例えば，ごみ処理のトータルシステムの見直しによって，埋立廃棄物が低リスクなものに限定できれば

高機能な処分場でなくより簡易で低コストの処分場も考えられる．また，埋立廃棄物ごとのモノランド

フィル，前処理として洗浄システムを導入した早期安定型および保管型も考えられる． 

 いずれにしても，処分場タイプごとの各種基準，埋立方法，安定化等を明確にして，早期安定化を基

本に，管理制御できる処分場を目指すべきであると考える． 

表－1 埋立廃棄物質と埋立処分場法規制・基準，埋立地形態等の変遷 
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